
○岩国市渡船料金助成事業実施要綱 

平成18年３月20日制定89 

改正 

平成28年４月１日要綱第78号 

岩国市渡船料金助成事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、岩国市柱島地区における高齢者、身体障害者（児）、知的障害者（児）

及び精神障害者が渡船を利用する際の料金の一部を助成するため、岩国市渡船利用券（以

下「渡船利用券」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 岩国市渡船料金助成事業（以下「事業」という。）の対象者（以下「対象者」と

いう。）は、岩国市柱島に住所を有し、かつ、現に居住している者で次の各号のいずれ

かに該当するものをいう。 

(１) 満70歳以上の者 

(２) 身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号身体障害者障

害程度等級表に規定する級別が３級以上の身体障害者手帳を所持する者 

(３) 療育手帳制度要綱（昭和48年９月27日厚生省発児第156号厚生省事務次官通知）によ

る障害程度Ａ又はＢの療育手帳を所持する者（以下「療育手帳所持者」という。） 

(４) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第155号）第６条

第３項に規定する障害等級が１級から３級までの精神障害者保健福祉手帳を所持する

者又は精神障害を支給事由とする障害年金１級を受給する者（以下「１級の精神障害

者保健福祉手帳所持者等」という。） 

（利用できる渡船） 

第３条 対象者が利用できる渡船は、岩国柱島海運株式会社（以下「渡船業者」という。）

の渡船に限る。 

２ 岩国港と柱島港、端島港及び黒島港間の３ルートに限るものとする。 

（介護者） 

第４条 第２条第２号から第４号までに定める者のうち、身体障害者旅客運賃割引規則（昭

和62年４月１日ＪＲ北海道公告第４号、ＪＲ東日本公告第９号、ＪＲ東海公告第６号、

ＪＲ西日本公告第７号、ＪＲ四国公告第４号、ＪＲ九州公告第５号）第２条第２項第１

号に規定する第１種身体障害者（以下「第１種身体障害者」という。）又はＡの療育手

帳所持者若しくは１級の精神障害者保健福祉手帳所持者等が乗船するときは１人の介護

者を、車椅子を使用する第１種身体障害者が乗船するときは２人の介護者をそれぞれ同

乗させることができる。 

２ 前項の介護者は、介護の能力を有し、かつ、乗船区間が介護される第１種身体障害者、

Ａの療育手帳所持者又は１級の精神障害者保健福祉手帳所持者等と同一でなければなら

ない。 

（交付） 

第５条 対象者が渡船利用券の交付を受けようとするときは、岩国市渡船料金助成申請書

兼同意書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 



２ 市長は、前項の申請があった場合は、これを審査の上、対象者としての資格を有する

者と認めたときは、登録交付台帳に登載し、渡船利用券（様式第２号）を交付するもの

とする。 

３ 前項の規定により交付する渡船利用券の枚数は、申請の属する月から当該年度末まで

の月数に４を乗じて得た枚数とし、再交付は、行わないものとする。 

４ 第２項の登録交付台帳に登載され、かつ、毎年３月31日現在において、第２条の規定

に該当する者は、次年度分は継続して交付する。 

（利用の方法） 

第６条 対象者は、渡船利用券１枚につき、岩国港から柱島港までの区間において１回乗

船することができる。ただし、乗船に伴い生ずる手荷物料金については、対象者の負担

とする。 

（助成金の支払） 

第７条 市長は、渡船業者から毎月の助成金の請求を受けたときは、当該請求の際に添付

された使用済みの渡船利用券に対象者の乗船区間が記載されているかを確認した上で、

当該乗船に係る運賃相当額を助成金として渡船業者に支払う。 

（資格喪失） 

第８条 対象者が第２条に規定する条件を満たさなくなったとき、又は死亡したときは、

速やかに不用になった渡船利用券を市長に返還しなければならない。 

（禁止事項） 

第９条 対象者は、渡船利用券を第三者に譲渡してはならない。 

（助成の取消し） 

第10条 市長は、対象者がこの要綱に違反したときは、交付済の渡船利用券を返還させる

ものとする。 

（助成金の返還） 

第11条 市長は、偽りその他不正な手段により、この要綱に基づく助成を受けた者がある

ときは、その者から当該助成を受けた額の全部又は一部を返還させることができる。 

（その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成18年３月20日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に、合併前の岩国市渡船料金助成事業実施要綱（昭和63年４月

１日岩国市制定）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この要綱の相当規

定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成28年４月１日要綱第78号） 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

  


